
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度 事 業 報 告 書

特定非営利 法人かものはしプロジェクト

1 事業の成果
【インド事業】

2024年までの新法制定を目指し、2019年度もTaReesh(タ フティーシュ)、 SLP(サバイバーリー

ダーシッププログラム)の活動を継続しました。 Tafteesh(タ フティーシュ)事業では被害者補償件数

が増加し、補償額が低い場合はサバイバー自らが継続的に控訴するのを後押しすることで、適正な制度

運用への圧力をかけています。SLP事業では、サバイバーリーダーたちの主導で ILFAT(イ ンド反人身

売買リーダーシップ連盟)が立ち上がり、政策や法律へ当事者の声を反映するための動きが加速しまし

た。また、インド全土を対象に反人身売買活動に取り組む NGOのマッピング等の調査を通じて、反人身

売買セクターの分析を行い、エコシステムの理解を深めました。更に、かものはしのインドチーム内、ま

た現地パー トナー団体との関係性向上のための新たな施策も導入し、それぞれのリーダーシップ 。オー

ナーシップが育ちつつあります。しかしながら2019年度終盤には新型コロナウイルスの感染拡大により

インド全上が封鎖され、事業活動の一時休止を余儀なくされました。2020年 4月 下旬に緊急支援を実施

しましたが、今後も現地のニーズを迅速に把握し、適切な支援を実施していく予定です。

【新規事業 (日 本)】

2019年度は新規事業の試行期間として日本の子どもを取り巻く社会問題の調査、各地の NPOの視

察などを行いました。事業戦略が決定し、NPO法人ETIC.と 共に、日本の各地で「子どもの貧困」「児童

虐待」等をテーマに活動している複数の団体への支援を行う準備を進めました。

【広報・ファンドレイジング】

2020年 3月 末現在で 12,220名 の方に会員として応援いただいています。2019年度の収益は 3億 7

千 5百万円、支出は 3億 7千 4百万円となりました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【308,642】 千円)

足示に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
」ι
徊

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千
円)

(1〉 世界の児
童買春、児童
労働、人身売
買の被害にあ
うリスクの高
い子どもや若
者を保護する
事業

(2)保護 した
子どもや若者
達の経済的自
立をサポー ト
する職業訓練
事業

(5)国際機関、

【Ta鍋esh】
複数のパー トナー団体と共に被害
にあつた女性たちが権利・正義を取
り戻せるよう、インドの中央政府や
各州政府、各地区に働きかけ、捜査・
裁判や被害者を支援する仕組みを
変えていくことを目指し取り組む。
また、活動を推進していくために必
要なワークショップ等も行ってい
く。

通年 イ
ンド (マハ

ラシュ トラ

州、西ベンガ
ル州、アンド

ラプ ラデ シ
ュ州

)

2名 人 身 売

買サバ

イバ ー

の女性

の べ 約
180人

122.869
千円

【Survlvors Leadershlp Progra
mme】
複数のパートナー団体と 4つのサ
バイバーグループと共に、サバイバ
ーが自身の被害を乗り越え同じよ
うに被害を受けている人々を支援
する活動を開始。具体的には語学教

通年 インド (マ
ハ

ラシュ トラ
州、西ベンガ
ル州、アンド
ラプラデ シ
ュ州)

2名 人 身 売

買サバ

イバ ー

の女性

680名



政府及び地方
自治体の国際
協力に関する
政策等に対す
る提言する事
業

(6)目 的を同
じくする他団
体等との情報
交換や他団体
と連携した協
働事業

(7)生 活 向上
をめざす人々
が作る生産物
の普及または
紹介を通じた
雇用創出事業

(8)世 界各 国
の児童買春 。

人身売買問題
に関わる調査
事業

育や職業研修等のリハビリブFグ
ラムや政府の補償スキームにアク
セスする為のサポー トを通じて彼
女たちのリーダーシップを育成し、
彼女たちの声を社会の仕組みに反
映させていく。

I Coordination Model Developm
entl
STCI (Save the Children India)
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通年 インド (マハ

ラシュ トラ
州)

2名 人 身 売

買サバ

イバ ー

の女性

約 25名

【新規事業 (日 本)】
日本の子どもを取り巻く社会問題
について調査を実施し、実際に同分
野で活動している組織と情報交換
を行う。

通年 日本 4名 ※活 動

準備 段

階 の た

め、受益

者 は無

し

0名 21.457
千円

(4,日 本:の人々
が開発協力に
おける望まし
い姿勢につい
て考えるため
の、ホームペ
ージ、メール
マガジン、会
報、出版、セミ
ナー等による
普及啓発事業

活動報
の情報
年次報
]■ 並
レ ′‐ 日

告会やイベン ト、Web上で
発信、メールマガジン発行、
告書発行、講演会などを通
及啓発活動。

通年 法人事務所 6名 子 ども

が売 ら

れ る問

題 の解

決 に関

心 の あ

る人 た

ち

22.000
名

164.316
千円



書式第 13号 (法第28条関係)

令和元年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはじプロジェクト

金   籠 小計・合計

248,100,700
2“.1∞.7∞

57,753,202
57.753.2K)2

68,188,768
“

.1“,7田

119,400
119,“Ю

54,919

1.098,316

1.:53.235

受取会費

受取寄附金

受取助成金

普及啓発事業収益

A
1

4

受取利息
雑収益

375.315.305

41.672.263

266.969.244
135,131,304
1,208.496
110,327,599
677,032
115,879

3,465,536
2,514,062
93,791

89,364
20,950
19,189

45,870
13,152,737

83.675

23,760

コ旺641.∞7

22,473,242
3,978,059
113,251

26.564,552

3a∞1.0531
13,334.546

3,335,791
1,581,189
653,103
167.490

1.356,425
343,411

2,694,205
1.280,803
594,080
26,324
355.545

126,760
3,518,864
1,533,368

427,680
594,490
5,164,000
256,100
1,008,098
548,781

(1

B
1

1

2

(2)その

給料手当
法定福利費

給料手当
法定福利費
福利厚生費

業務委託費
研修費
広告宣伝費
会議費
諸会費
旅費交通費
海外旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
新聞図書費
保険科
支払手数料
荷造運賃費
雑費

業務委託費
研修費
広告宣伝費
会議費
諸会費
旅費交通費
海外旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
新聞図書費
水道光熱費
保険料
地代家賃
支払手数料
リース料
雑費
支払報酬
租税公課
修繕費
為替差損益

65.465.605
374.107.1:2
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和元年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはしプロジェクト

金  額 ′]ヽ ・ 合計

2
1 のの

現金預金
未収金
立替金

前払費用

長期未収入金

差入保証金

117,670,093
23,084,347
15,590
667,920

141,437.950

141.437.950

13,199,737
1,092,000

14,291,737

14_291.737

【A】 資 産 合 計 ①+② 155,729,687

49.298,740

の

1

B-1

未払金

未払法人税
未払消費税
前受金

前受助成金

預 り金

18,386,573
70,000
41,500
66,000

29,068,162

1,666,505

49,298,740
49.298,740

105,222,754
1,208,193

B―
正

当 正

106.430.947

155,729,687【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

,1

】 資 産 の 部

画[‐葦1「ヨ
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令和元年度  財務諸表の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはしプロジェク ト

重要な会計方針
財務諸表の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

〈1)消費税等の会計処理
税込方式

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は106,430,947円 です。

単

，

¨

:円 )

い
０ その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項
・ 事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、賞与および法定福利費については従事

割合に基づき按分しています。

・給料手当には使用人兼務役員分も含まれていますが、文給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金

額の明示を省略しています。

・ 2019年 10月 にOak財団と3年間のTafteesh事業の実施に関する契約を締結しました。

2020年 4月 から2022年8月 までに、Oak財団とかものはしプロジェクトが以下を拠出する予定です。

1年次残高
(2020年 4月 ～

2020年8月 )

2年次
(2020年 9月 ～
2021年8月 )

3年次
(2021年 9月 ～
2022年 8月 )

USD 円 USD 円 USD 円

Oak財団 77,481.85 8,432,350 158,067.00 17,202,432 154,301.00 16,792,578

かものはし
プロジェクト

159,128.40 17,317,944 337,942.00 36,778,228 339,627.00 36,961,606

※日本円は読者の便宜のために提供するものであり、2020年 3月 31日 の為替相場 (lUS S=108.83円、単位未満切捨て表示)で換算しています。

期首残高

0

当期増加額

68,188,768

当期減少額

68,188,768

期末残高

0

68.188.76868.188,768

実際の助成金入金額と当期増加額の差額
は、前受助成金として貸借対照表に計上

しています。

備考

インド事業

内容

合計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和元年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはしプロジェクト

科

570.585
141,437,050

117,099.508

23.084.347

15.590

払 用

2
の

差入保証金

通

1 の

494.404
76.181

66.790,400
31.508.581
12.303.396

5,241.293
1.255.838

現金預金

現金
外貨現金 ドル

普通預金 東京三菱UFJ銀行渋谷中央支店
外貨預金 東京三菱

『

J銀行渋谷中央支店
ゆうちょ銀行 019店
三井住友銀行 渋谷支店
みずほ銀行 渋谷中央支店

長期未収入金

667,920

141.437.950

13.199,737
14.291,737

14_291_737

1.092,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 155,729.687

18.386.573
49.298.740

70.000

41.500

66.000

29,068.162

1.666.505

49.208.740

預 り

1

人税

税

B-1

未払金

前受金

未払消

未払

49,298,740【B-1】 負 債 合 計 ③

106.430,947【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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未収金

立替金

0



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事彙年度における颯醐の有彙を■載した名暉)

特定非営利活動法人かものはしプロジェクト

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )

氏   名

1
監事

モ トキ ケイスケ

本木 恵介

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

2 監事

サイ トウ サヤカ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日齋藤 早耶香

3 監事理事

アオキ ケンタ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日青木 健太

4 監事
イトウ ケン 平成31年 4月 1日

令和2年3月 31日

年  月  日

年  月  日伊藤 健

5 理事
ヒグチ テツロウ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日樋口 哲朗

6 理事 監事

t?iE I.

山本龍太朗

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年  月  日

年   月   日

年  月 日

日年 月

9 理事 。監事

年

年

月 日

日月

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

午:   月   日

理事

監事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立 `事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人かものはしプロジェクト

氏   名 住 所 又 は 居 所

藤 早耶香

2 木 健太

3 木 恵介

子 功4

5 士
心
哲〈
ロ

城ヽ 武彦6

７

・ 山崎 幸平

橋 義孝8

9 山口 元毅

10 田作 朋雄

武治11

12 上 英之


